
４．施設サービスの再構築

（１） 地域生活を支える拠点としての施設整備

　障害のある人の意向を尊重し、施設入所者
の地域生活への移行を促進するため、地域で
の生活を念頭に置いた社会生活の技能を高め
ることを目指し、基本指針に基づき、施設等
から地域生活への移行を促進するとともに、
地域生活を支える拠点として、施設の専門的
機能を地域に開放する「地域化」を進めるこ
ととしている。
　このため、グループホームを計画的に整備
するなど、障害のある人の地域移行を促進す
る一方、障害のある人が利用する施設につい
ては、地域の重要な資源として位置づけ、積
極的にその活用を図ることとしている。

（２）施設の地域利用

　施設に対しては、従来のように、入所者を
対象にするだけではなく、施設が蓄えてきた
知識や経験を活用し、あるいは施設の持って
いる様々な機能を地域で生活している障害の
ある人が利用できるように、支援を行うこと
が求められており、今後、障害者施設は、各
種在宅サービスを提供する在宅支援の拠点と
して地域の重要な資源として位置づけ、その
活用を図ることが重要であり、こうした取組
の一層の充実を図ることとしている。
　このため、第４期障害福祉計画において、
障害者の地域生活を支援する機能を持った拠
点等を各市町村、または各圏域に少なくとも
１つ整備することとなっている。

５．スポーツ・文化芸術活動の推進

（１）スポーツの振興

ア　障害者スポーツの普及促進
　平成25年度の文部科学省委託調査による

と、障害のある人（成人）の週１回以上のス
ポーツ・レクリエーション実施率は18.2％（成
人一般の実施率は40.4％（平成27年度内閣府
調査））にとどまっており、地域における障
害者スポーツの一層の普及促進に取り組む必
要がある。
　このため、平成27年度から、一部の都道府
県・政令指定都市において、スポーツ関係者
と障害福祉関係者が連携・協働体制を構築し、
相互に一体となり障害者スポーツを推進する
事業を実施している。
　平成26年度より、公益財団法人日本障がい
者スポーツ協会への補助や全国障害者スポー
ツ大会開催事業といったスポーツ振興の観点
が強い障害者スポーツに関する事業が厚生労
働省から文部科学省に移管され、平成27年11
月に、障害者スポーツの全国的な祭典である
第15回全国障害者スポーツ大会を和歌山県で
開催し、約5,500名の選手・監督等が参加した。

イ　障害者スポーツの競技力向上
　平成26年度より、スポーツ振興の観点から
行う障害者スポーツに関する事業が厚生労働
省から文部科学省に移管されたことを受け、
オリンピック・パラリンピックの選手強化を
文部科学省において一体的に実施することと
なった。このため文部科学省においては、従
来オリンピック競技のみを対象としていた事
業について、パラリンピック競技も対象とす
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